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●事業の体系図

1  事業概要
洪水、高潮による災害の発生を防

止するため、河川の改良工事を行

います。

2  負担率・補助率

3  事　例

■草津川放水路　滋賀県 ■首都圏外郭放水路　埼玉県

導水トンネル

第3立坑　

■一乗谷川　福井県　

施工前 施工後
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1  事業概要

●都市基盤河川改修事業

東京都区部もしくは人口5万人以上の市にかかる一

級河川または二級河川の改良工事で、流域面積がお

おむね3 0 k m2以下と比較的小さな区間について、

都市水害の増大に対処し地域行政との連携を踏まえ

たきめ細かい治水対策を進めるため、地域に密着し

た行政主体である市町が施工主体となって改良工事

を実施します。

●準用河川改修事業

地域の生活に密着した小規模な河川である準用河川

において、河川管理者である市町村長が施工主体と

なって河川の改修や雨水貯留施設の整備、水質の浄

化事業を実施します。

1  事業概要

●高規格堤防（スーパー堤防）整備事業

人口や資産が高密度に集積した都市部を流れる河川

において、後背地での市街地整備等の面的整備と一

体的に幅の広い堤防をつくり、万一の越水時の耐久

性に優れた堤防を整備します。利根川、江戸川、荒

川、多摩川、淀川、大和川の万一の時の影響が大き

い区間を対象に実施しています。

●特定地域堤防機能高度化事業

既成市街地及び周辺地域において河川沿川の市街地

再開発等のまちづくりと一体となって、特定地域堤

防機能高度化計画（特殊堤の土堤化より経済的、資

産が集積している等）に適合して行われる盛土事業

で堤内の盛土は河川保全区域に指定することになっ

ています。

※水辺都市再生事業

高規格堤防の整備にあた

っては、土地区画整理事

業等のまちづくり事業と

一体的に整備し、安全で

潤いのある良好な水辺都

市再生を図っている。こ

のように高規格堤防整備

事業とまちづくり事業を

一体的に行う総称が「水

辺都市再生事業」である。

2  補助率

3  事　例

●都市基盤河川改修事業

●準用河川改修事業

■七瀬川　京都府

スーパー堤防整備を実施する河川

3  事　例

2  負担率・補助率

施工前 施工後

スーパー堤防の概念図

■小松川地区高規格堤防の整備　荒川　東京都

整備前：昭和55年 整備後：平成12年

■長谷川　大分市

施工前 施工後

二層河川の状況
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■寝屋川南部地下河川　大阪府大阪市

■鶴見川多目的遊水地　神奈川県横浜市

1  事業概要
都市化の進展と流域の開発に伴う河川の

治水安全度の低下が著しい河川、従来か

ら浸水被害が著しい既成市街地が大部分

を占める河川について、流域の持つ保

水・遊水機能の確保及び災害の発生の恐

れがある地域での土地利用の誘導等の措

置と併せて、河川改修事業を重点的に実

施します。

2  負担率・補助率 2  補助率

3  事　例

1  事業概要
●調節池整備事業

特に都市化の著しい地域における治水対策として、河川に接続して

いない場合であっても、治水計画上計画高水流量を低減させるため

に必要な調節池の整備を行います。（流域調節池事業）

流域の都市化が著しい河川の治水対策として、緑地としての機能を

兼ね備えた治水計画上必要な遊水地の用地買収を行うとともに、土

地の有効利用を図るため、住宅、公園、学校等の都市施設と一体と

なった多目的遊水地を整備します。（治水緑地事業）

開発に伴う洪水流出量の増加による水害の危険性の増大を防止し、

安全で良好な住宅宅地供給等を支援するため、調節池を整備します。

●流域貯留浸透事業

都市化の著しい河川の流域において雨水の河川への流出を抑制する

ため、学校、公園等の公共施設や民間施設に雨水を貯留浸透させる

機能を持たせます。

●流域貯留浸透事業

●調節池整備事業

3  事　例

越流堤（平常時） 越流堤（越流状況）

■寝屋川　大阪府寝屋川市

整備前 整備後

■泉田向公園　神奈川県

平常時は公園として利用 洪水時は洪水を貯留（平成3年9月、台風18号）
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1  事業概要
●特定構造物改築事業

老朽化が著しい水門や、著しく河積を阻害し

ている橋梁、堰等の大規模な構造物の改築を

行い、その機能回復を図ります。

●鉄道橋緊急対策事業

架橋後相当の期間を経過した鉄道橋や道路橋

の中には洪水の疎通能力が著しく不足し、か

つその対策に多大な費用を要するものがある

ため、この様な鉄道橋や道路橋について重点

的に投資を行い、緊急に改築を実施します。

2  負担率・補助率 1  事業概要
被災後、通常生活への復帰に多大な労力を要し、経

済的・身体的に大きな負担となる床上浸水が頻発し

ている地域において、特に対策を促進する必要があ

る河川を対象として、概ね5ヶ年で再度災害防止を

完成させるべく重点的、緊急的かつ総合的に治水対

策を進めます。

2  負担率・補助率

3  事　例

3  事　例

■才歩川　新潟県（平成12年7月）

■阪神西大阪線 淀川橋梁　淀川　大阪府
橋梁が堤防を切込んでいるため、高潮による浸水防御を陸閘（狭扉）に頼っているため、

架替えを実施。

■国道1号線 一色大橋　庄内川 愛知県
橋梁の桁下高が低く流下能力のネックとなって

おり、洪水時に危険となるため架替を実施。

■大久保頭首工　雄物川　秋田県
明治3 5年（1 9 0 2）に築造された施設は固定堰のため流下能力が著

しく不足しており、洪水時に危険となるため改築を実施。

橋梁の改築

堰の改築

橋梁の改築

■鳥居川　長野県
洪水の疎通能力の低い鉄道橋の架替えを実施。

施工後施工前

■耳川　宮崎県（平成9年9月）

■塩見川　鳥取県（平成9年9月）

■仁淀川　高知県（平成11年6月）
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1  事業概要
洪水、高潮等により激甚な被害が発生した河川につ

いて概ね5ヶ年を目途に改良事業を実施することに

より、再度災害の防止を図ります。

2  負担率・補助率

3  事　例
■宗呂川　高知県（平成13年9月）

■周防形川　高知県（平成13年9月）

■庄内川、新川、天白川　愛知県（平成12年9月）

新川の破堤状況（名古屋市）

被災状況（土佐清水市）

浸水状況（名古屋市）
（山口登提供）

1  事業概要
上流部における災害復旧事業又は改良復旧事業によ

る下流部での流量増加への対応が必要な区域につい

て、概ね4年で緊急的かつ集中的に事業を実施する

ことにより、再度災害の防止を図ります。

2  負担率・補助率

3  事　例 ■イメージ



23 24

事
業
紹
介

事
業
紹
介

2  負担率・補助率

3  事　例

■京橋川　広島県 ■淀川　大阪府

1  事業概要
●水防災対策特定河川事業

上下流バランス等の関係から長期間河川改修の実施が困難

な地域において、住宅・宅地等を洪水被害から守るために

住宅地の嵩上げや輪中堤等の築堤事業を実施することで、

短期間かつ経済的に家屋浸水の対策を実施します。

●耐水型地域整備事業、都市水防災対策事業

氾濫した水が滞留するなどの地形条件や、土地利用の状況

等から壊滅的な洪水被害を受けやすい地域において、地域

のまちづくりと一体となり、道路などを利用して浸水被害

の防御・軽減を図る氾濫流制御施設（横堤等）の整備を行

います。

●水防災対策特定河川事業

2  補助率

3  事　例

■イメージ

1  事業概要
●高潮対策事業

台風や地震によって発生する高潮や津波による被害を防止

するため、過去にこれらの災害により多大な被害を受けた

地域の河口部等において、防潮堤防、防潮水門、排水機場

等の整備を実施します。

●低地対策河川事業

既成市街地の浸水多発地域あるいは低地地域（ゼロメート

ル地帯等）において、浸水被害の防止と土地の有効利用を

図るため、市街地再開発事業等の他事業と一体となって堤

防等を整備します。（都市河川総合整備事業）

地盤沈下の特に著しい地域において、地盤沈下による内水

被害の発生、堤防高の低下等に対応するため、排水機場、

水門等の設置、堤防の嵩上げ等の整備を行います。（地盤

沈下対策河川事業）

地震による破堤により甚大な被害が発生する恐れのある河

川について、耐震性の高い堤防、津波防止水門等の整備、

常時水位の低下等を進めます。（耐震対策河川事業）

防潮堤防設備

家屋の移転が必要となるなど完成までには多大な費用

と期間が必要

輪中堤や宅地嵩上げを効率的に短期間で実施すること

により、家屋の浸水被害を解消。

氾濫が市街地に及び被害が増大 横堤の築堤、道路の嵩上げにより、市街地への氾濫を防御

施工前 施工後

■イメージ

■イメージ

●耐水型地域整備事業、都市水防災対策事業

毛馬排水機場
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1  事業概要
自然再生事業は、治水や利水を目的とする事業の中でミティゲーションとして川の環境保全を行うものではなく、河

川環境の保全を目的とし、流域の視点から「川のシステム」を再自然化する初めての河川事業です。

また、この事業は極力人間の手を入れず、自然の復元力を活かして行う事業です。

2  負担率・補助率

3  事　例
〈湿地の再生〉
○河床低下などにより乾燥化する湿地について冠水頻度を増加させることにより湿地環境を再生

○上流からの土砂流入を防止し湿地環境を再生　　　○コンクリート化された湖岸の環境を再生

〈自然河川の再生〉
○旧河道を活かし蛇行河川を再生 ○河畔林の再生

〈河口部の干潟再生〉
○水制工を設置することなどにより干潟を再生 釧路湿原　北海道

2  負担率・補助率1  事業概要
汚泥の浚渫、浄化施設の整備、浄化用水の導入等

によって水質の改善等を行い、水環境の改善を図

ります。

3  事　例

高性能ポンプを搭載したハイテク浚渫船「カスミザウルス」 霞ヶ浦　茨城県

人工浮島による植生浄化　霞ヶ浦　茨城県

公共マリーナ 親水空間の整備 川の交通標識

1  事業概要
親水性豊かな水辺空間の形成や、河川利用の適性

化と推進を図るため、環境護岸、緩傾斜堤防、ス

ロープ、船溜り、河川利用案内標識等の整備を行

います。

2  負担率・補助率

3  事　例

1  事業概要
沿川の再開発事業や公園整備等のまちづくり事業

にあわせて将来の河川断面や管理用通路等の用地

を確保するとともに、まちづくりと一体的な河道

整備を機動的に実施します。

なお、未改修区間においては、将来の河道改修時に手

戻りを生じない範囲で実施することにしています。

2  補助率

3  事　例

■イメージ

■保倉川マリーナ　新潟県 ■北上川　岩手県
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1  事業概要
治水機能の確保とあわせ、水量の豊富な河川から市

街地を流れる中小河川等に消流雪用水を供給するた

めの、導水路等の整備を行います。

2  負担率

3  事　例
■山形県長井市

2  負担率1  事業概要
都市を流れる河川で、汚れのひどい支川から有害物

質を含む汚水が流れこんでいることがあります。こ

のような状況を改善するために、流水保全水路をつ

くって汚水をバイパスし、本川の水質改善をはかる

とともに、水質事故などがおこった際の有害物質の

本川への流入を防ぎます。

3  事　例
整備前 整備後

■イメージ

整備前 整備後

1  事業概要
災害発生時の河川等の状況を的確に把握し、その管

理に万全を期すため、都道府県が定める情報基盤緊

急整備計画に基づき雨量、水位等の各種観測施設等

を整備推進するとともに、観測されたデータを収

集・処理する施設を整備することで、河川の情報収

集システムを構築します。

2  補助率

3  事　例

2  負担率・補助率

3  事　例

堤防の除草

水門の修繕（今井水門）

■庄川　富山県

■新中川　東京都

■琵琶湖　滋賀県

工事前 工事後

1  事業概要
●河川維持修繕事業、河川修繕費

河川管理施設の老朽箇所の修繕、流下断面確保のた

めの堆積土砂の除去や、堤防の除草等を行います。

●河川工作物関連応急対策事業

樋管等の河川工作物の機能が、その前後の施設に比

べて劣る場合に、応急的に改良工事を実施します。

●河川維持修繕事業
河川修繕事業

●河川工作物関連応急対策事業

■イメージ
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1  事業概要
創意・工夫を活かした個性的な地域づくりを推進す

るため、一級及び二級河川において実施する、水系

全体の治水上の影響が小さい河川工事または修繕等

を対象に、都道府県に統合的な補助金を交付し、地

域で裁量的に事業を実施します。

2  補助率

3  事　例

■イメージ

統合河川整備事業で実施できる事業

●1事業の総事業費が50億円未満

●流域面積が100km2未満かつ想定氾濫区域内人口が1万人未満

●一級河川の場合、直轄管理区間への流量の影響が5割未満

●床上浸水対策特別緊急事業、河川激甚災害対策特別緊急事業、河川災害復旧等関連緊急事業

を除く全ての事業

●各種融資・税制制度

■融資機関

日本政策投資銀行

■融資対象
・地下鉄・地下街等に設置する防水壁等の

浸水防止施設の整備

民間業者が地下駅、地下街、地下駐車場

等の出入口に浸水を防止するための防水

扉、防水板等を設置する場合

・船舶係留・保管施設の整備事業

放置艇により治水上の問題が生じてお

り、河川管理者・地方公共団体等により

放置艇対策に関する方針（条例・要綱等）

が定められている地域において、放置艇

の収容に寄与する船舶係留・保管施設の

整備を行う場合

・良好な水辺空間を創出する
建築物の整備事業

市街地における治水事業（高規格堤防整

備事業、マイタウン・マイリバー整備事

業等）と一体的に整備され、市街地にお

ける良好な水辺空間を創出する建築物整

備を行う場合

聖路加国際病院再開発
隅田川　東京都

浸水防止施設の整備イメージ

浸水防止施設の整備イメージ（止水板）
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■融資機関
日本政策投資銀行

■融資対象等

雨水・排水再利用、節水型器具等による水資源の有効活用や雨水貯留施設の設置、高性能浄化

槽等による公共用水域への汚濁負荷の低減のための措置により、水資源の有効利用、雨水の流

出抑制又は汚濁負担の低減が図られている建築物（延べ面積2,000m2以上）

■融資機関
住宅金融公庫

■融資対象
洪水対策や地下水の涵養等を目的として、地方公共団体が住宅マスタープランに定めた建築基

準や対象地域等の要件に適合する住宅

■対　象
雑用水利用を行うための施設を設置した場合の、排水処理施設、排水処理施設と同時に設置

される雨水貯留槽

■対　象
大都市地域等において100ｍ3以上の雨水を貯留し、利用又は浸透させる構築物等の設置

■融資機関
日本政策投資銀行

■融資対象
地方公共団体等が設立した第3セクター又は民間事業者が河川改修と一体となって整備する次

のような施設を中核とする施設

・河川展望施設、河川等に関する資料の展示施設・体験施設、河川等に関する会議・研修等

のための多機能ホール、河川等に関する研究施設、施設の利用者のためのロビー・広場・

駐車場等

東京ドーム

■融資機関　　

住宅金融金庫

■融資対象等
次の①の区域内の②の建築物の建設者、

又は、当該建築物内の住宅の購入者

①対象区域･･････ス ーパ ー 堤防 の 区域

（高規格堤防特別区域及

び特定地域堤防機能高

度化事業による盛土の

行われる区域）のうち、

市街地の土地の合理的

な高度利用に寄与する

ものとして住宅金融公

庫が定める区域

②対象建築物････中高層耐火建築物で相

当の住宅部分を有する

もの

高規格堤防上に建設中の民間マンション
江戸川　千葉県市川市


